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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

  「三原食 三本の矢」による地域創生計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  三原市 

 

３ 地域再生計画の区域 

  三原市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

４－１ 地方創生の実現における構造的な課題 

三原城築城４５０年イベントは，かつて小早川隆景公が三原城を築いて

から，平成２９年で４５０年を迎えることにあわせ，これを契機とした観

光誘客を進めていく計画で，その前年にあたる平成２８年度からプレイベ

ントの取組を展開してきた。 

市を支える産業の一つとして，観光分野の成長を促すためには，取り扱

う商品の付加価値を高め，めざすべき将来像に向かって，事業者同士が力

を合わせて自立し，自ら主体となり取り組むことが必要である。 

また，こうした基盤づくりを進め，仕事づくりに力を入れることで，本

市の人口減少の一つの要因である，１５～２９歳の若年層が就職を機に市

外へ転出する傾向に歯止めをかけるとともに，帰ってくることができる，

帰ってきたいまちにすることが必要な状況となっている。 

 

４－２ 地方創生として目指す将来像 

＜現状＞ 

本市では，製造業への従事者が５，８３２人（１９．８％）と最も多くなっ

ており，なかでも「食料品製造業」は特化係数（付加価値額・労働生産性・従

業者数いずれも）が１を超えており，稼ぐ力が高い産業となっている。 

一方，本市ではこれまで市を支えてきた産業を維持しながらも，新たな雇用

を生む産業の柱の育成を急務と考え，平成２９年の三原城築城４５０年イベ

ントをきっかけとし，観光分野を強化していくことに取り組んでおり，中でも

本市の強みである，「食」分野の振興を推進しているところである。 

このため，平成２６年度から，市内のスイーツ・カフェ店舗を対象とした振
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興事業に着手し，この事業を通じて，スイーツの関連事業者（２６店舗）で構

成する協議会や，主にＳＮＳでの情報発信を手掛ける２０～４０歳代の女性

で組織する推進委員会が立ち上がった。 

平成２７年度には，地方創生関係交付金の先行型上乗せ分（タイプⅡ）を活

用し，スイーツに加え，市の特産であるタコと地酒を加えた重点３品目のブラ

ンド化を推進するための戦略「『三原食』ブランド化推進戦略」を策定した。 

加えて，地方創生加速化交付金を活用し，平成２８年度には，「三原食」取

扱店舗認証制度の開設，事業の実施主体となる協議会の設立，協議会の自立及

びスキルアップを目的としたコンサルティング，「三原食」の認知度向上のた

めのキャンペーン活動，ＳＮＳでの情報発信やキャンペーン活動についての

意見交換を行う「三原食」ブランド応援コミュニティを設置するとともに，教

育施策との連携として，小学生と地元企業（㈱八天堂【本社：三原市】）との

コラボによるスイーツ部門での新商品の開発・販売などを実施した 

 ところである。 

 

＜めざす将来像＞ 

「三原食」が発信力のある商品として確立し，観光誘客や取扱店舗の増加，

売上増加，それらに伴う雇用の創出につながっているとともに，事業者同士の

連携により，新たなブランドの創出や観光振興施策を推進する基盤を構築す

る。 

また，郷土愛や職業観を修得するキャリア教育のプログラムが定着・浸透し，

「三原市で就職したい」，「将来は三原市へ帰る」という想いを抱く子どもたち

が増加し，市内外の保護者からも「三原市の教育を受けさせたい」と思われる

まちになっていることをめざす。 

 

【数値目標】 

 事業開始前

（現時点）

平成29年度

増加分 

（１年目）

平成30年度

増加分 

（２年目）

平成31年度 

増加分 

（３年目） 

KPI増加分

の累計 

本事業により来

客が増加した店

舗数 

20.00 10.00 10.00 10.00 30.00 

「三原食」を新規

に取り扱う店舗

数 

5.00 10.00 15.00 20.00 45.00 
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自分の住んでい

る地域のことが

好きな生徒の割

合 

80.60 1.20 0.60 0.60 2.40 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

 ５－１ 全体の概要 

スイーツ，タコ，地酒を「三原食 三本の矢」と銘打ち，これらの付加価値

を高めるためにブランド化を図り，市内外に発信力のある商品として確立さ

せ，観光誘客や取扱店舗の増加，売上増加，それらに伴う雇用の創出につなげ

ていく。 

また，「食のブランド化×キャリア教育推進事業」を展開することで，児童・

生徒に，食に関する新たな地域特産物の企画・開発・販売を行ってもらい，子

どもたちが職業観を身につけることを支援するとともに，新商品の開発や，そ

れに伴う売上増，そして，こうした体験を通じた郷土愛の醸成による将来的な

本市へのＵターン希望者の創出をめざす。 

 

 ５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

 地方創生推進交付金（内閣府）：【A3007】 

 ① 事業主体 

   三原市 

 

 ② 事業の名称： 

「三原食 三本の矢」による地域創生事業～アップロード～ 

 

③ 事業の内容 

平成２７年度に策定した，「三原食」ブランド化推進戦略に基づくとと

もに，小早川隆景公にちなみ，スイーツ，タコ，地酒を「三原食 三本の

矢」と銘打ち，これらの付加価値を高めるためにブランド化を図り，市内

外に発信力のある商品として確立させ，観光誘客や取扱店舗の増加，売上

増加，それらに伴う雇用の創出につなげていく。 

また，事業者同士が力を合わせてブランド化戦略を推進していくための

基盤となる協議会を立ち上げ，企画・広報・開発などを自ら主体的に行っ

ていくことをめざし，必要な部分を行政として支援する。 

さらに，食のブランド化と教育施策とを融合させた「食のブランド化×
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キャリア教育推進事業」を展開することで，児童・生徒に食に関する新た

な地域特産物の企画・開発・販売を行ってもらい，子どもたちが職業観を

身につけることを支援するとともに，新商品の開発や，それに伴う売上増，

そして，こうした体験を通じた郷土愛の醸成による将来的な本市へのＵタ

ーン希望者の創出をめざす取組である。 

具体的には，以下の内容で構成している。 

 (1) 「三原食」取扱店舗認証制度の運用 

 (2) 事業者を対象としたコンサルティングの実施 

 (3) ブランド化推進の主体となる協議会の運営 

(4) キャンペーン活動（季節キャンペーン・「三原食」体験イベント・カ

ープ球団とのコラボ企画の実施） 

 (5) 「三原食」ブランド応援コミュニティの運営 

 (6) 教育施策との連携によるキャリア教育の実践 

(7) (1)の認証制度と連動し，商業振興施策としての出店・商品開発・起

業支援策の構築（空き店舗を活用した既存の支援策との連携を検討） 

 

 ④ 事業が先導的であると認められる理由 

【自立性】 

市内の「三原食」取扱認証店舗で組織する「三原食」ブランド化推進

協議会（仮称）が立ち上がり，この組織の設立及び育成が重要であると

考えている。 

 

   【官民協働】 

各事業の主体はすべて民間事業者であり，行政は，初動となる部分や

コーディネート機能を果たし，円滑な事業運営を図る。 

 

【政策間連携】 

ブランド化による地元産品の売り上げ拡大及び観光誘客の促進，児童

生徒を巻き込んだまちのにぎわい創出を図る。 

 

【地域間連携】 

特になし 

 

【その他の先導性】 

特になし 
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⑤ 重要業績評価指標（KPI）及び目標年月 

【数値目標】 

 事業開始前

（現時点）

平成29年度

増加分 

（１年目）

平成30年度

増加分 

（２年目）

平成31年度 

増加分 

（３年目） 

KPI増加分

の累計 

本事業により来

客が増加した店

舗数 

20.00 10.00 10.00 10.00 30.00 

「三原食」を新規

に取り扱う店舗

数 

5.00 10.00 15.00 20.00 45.00 

自分の住んでい

る地域のことが

好きな生徒の割

合 

80.60 1.20 0.60 0.60 2.40 

 

⑥ 評価の方法、時期及び体制 

【検証方法】 

年度終了後，６月（予定）までに，市の内部で効果・成果・課題を確

認するとともに，産学官金等で構成する「まちづくり戦略検討会議」に

おいて客観的な検証を行う。 

 

  【外部組織の参画者】 

三菱重工業株式会社執行役員交通システム事業部長，県立広島大学保

健福祉学部長，福山市立大学大学院教授，比治山大学教授，広島市立大

学特任教授，広島銀行三原支店長，中国銀行三原支店長，小坂町防災会

会長 

 

【検証結果の公表の方法】 

検証後，速やかに三原市ホームページで公表する。 

 

⑦ 交付対象事業に要する経費 

   ・法第５条第４項第１号イに関する事業【A3007】 

総事業費 ６１，３６０千円 
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⑧ 事業実施期間 

地域再生計画認定の日から平成３２年３月３１日（３ヵ年度） 

 

⑨ その他必要な事項 

    特になし 

 

 ５－３ その他の事業 

  ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

        該当なし 

 

５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

   （１）キャリア教育推進事業 

事業概要：児童・生徒と地元企業との連携により，食に関する新

たな地域特産物の企画・開発・販売を行う。 

これにより，本市の魅力向上及びにぎわい創出，児

童・生徒への職業観の養成，郷土愛の醸成による将来

的な本市へのＵターン希望者を創出する。 

       実施主体：広島県三原市（単独の市費により実施） 

       事業期間：平成２８年度～平成２９年度 

       ※平成３０年度以降は，交付対象事業に含めて事業を実施する。 

 

６ 計画期間 

  地域再生計画認定の日から平成３２年３月３１日 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

 ７－１ 目標の達成状況にかかる評価の手法 

   【検証方法】 

年度終了後，６月（予定）までに，市の内部で効果・成果・課題を確

認するとともに，産学官金等で構成する「まちづくり戦略検討会議」に

おいて客観的な検証を行う。 

 

【外部組織の参画者】 

三菱重工業株式会社執行役員交通システム事業部長，県立広島大学保

健福祉学部長，福山市立大学大学院教授，比治山大学教授，広島市立大

学特任教授，広島銀行三原支店長，中国銀行三原支店長，小坂町防災会
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会長 

 

 ７－２ 目標の達成状況にかかる評価の時期及び評価を行う内容 

【数値目標】 

 事業開始前

（現時点）

平成29年度

増加分 

（１年目）

平成30年度

増加分 

（２年目）

平成31年度 

増加分 

（３年目） 

KPI増加分

の累計 

本事業により来

客が増加した店

舗数 

20.00 10.00 10.00 10.00 30.00 

「三原食」を新規

に取り扱う店舗

数 

5.00 10.00 15.00 20.00 45.00 

自分の住んでい

る地域のことが

好きな生徒の割

合 

80.60 1.20 0.60 0.60 2.40 

 

 ７－３ 目標の達成状況にかかる評価の公表の手法 

検証後，速やかに三原市ホームページで公表する。 

 


